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日本の子どもの貧困・シングルペアレンツをめぐる現状
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（子どもの貧困率：％）

子どもの貧困率は直近ではやや低下

 子どもの貧困率は徐々に上昇していたが、直近２回の調査では低下。
 「6人に1人が貧困状態」が「7人に1人が貧困状態」にやや緩和。

（出所）厚生労働省「国民生活基礎調査」、旧基準に基づく数値

（※）相対的貧困率とは、等価可処分所得を高い方から順番に並べた場合、ちょうど真ん中にくる所得（中位所得）の半分以下で生活する人の割合。
日本の中位所得は3人世帯の場合は約219万円。等価可処分所得は、世帯所得を世帯人数の平方根で割って算出される。

子どもの貧困率（相対的貧困率※）の推移
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子どもの貧困率の国際比較

 かつて、日本の子どもの貧困率はOECD諸国で高い水準だったが、
①日本の子どもの貧困率の低下、および②貧困率の高い国でデータの収集が
進んだため、中位となった。

（出所）OECD、厚生労働省「国民生活基礎調査」
（※）相対的貧困率とは、等価可処分所得を高い方から順番に並べた場合、ちょうど真ん中にくる所得（中位所得）の半分以下で生活する
人の割合。日本の中位所得は3人世帯の場合は約219万円。等価可処分所得は、世帯所得を世帯人数の平方根で割って算出される。
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（子どもの貧困率：％）

OECD平均

子どもの貧困率（相対的貧困率※）の国際比較（直近年）
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１人親世帯の貧困率

 １人親世帯の貧困率も直近はやや低下傾向だが、依然として2世帯に1世帯
が貧困水準にある。

（出所）厚生労働省「国民生活基礎調査」、旧基準に基づく数値
（※）より正確には、子どものいる現役世帯のうち、大人１人の世帯の貧困率。
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（子どもがいる現役世帯のうち大人が１人の貧困率：％）

１人親世帯の貧困率（※）の推移
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（１人親世帯の貧困率：％）

１人親世帯の貧困率の国際比較

 １人親世帯の貧困率は、国際的に見てももっとも高い水準。

（出所）OECD、厚生労働省「国民生活基礎調査」
（※）より正確には、子どものいる現役世帯のうち、大人１人の世帯の貧困率。

OECD平均

１人親世帯の貧困率（※）の国際比較（直近年）
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（母子世帯の就業率：％）

母子世帯の就業率の国際比較

 母子世帯の就業率は国際的にみても高い水準。
 加えて、約半数は非正規就業となっている。

OECD平均

（出所）OECD、厚生労働省「平成28年度全国ひとり親世帯等調査」
（注）日本は20歳未満未婚の子どもがいる世帯が調査対象、その他の国は14歳以下の子どもがいる世帯が調査対象。

母子世帯の就業率の国際比較（直近年）
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子どもの貧困率はなぜ低下したのか？①

 子どもの貧困率低下の大きな要因は、大人が2人以上の世帯の貧困率が低下
したことであり、ひとり親世帯の割合が減ったことは主要因ではない。
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大人が1人の
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子どもがいる現役世帯の貧困率の変化の要因分解

（出所）厚生労働省「国民生活基礎調査」より作成
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（等価可処分所得：万円）

子どもの貧困率はなぜ低下したのか？②

 等価可処分所得120万円以下の層が減少し、300万円以上の層が増加したこ
とが貧困率低下の要因。

貧困線
＝127万円

（出所）厚生労働省「国民生活基礎調査」

子どもがいる現役世帯の等価可処分所得の分布の変化
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子どもの貧困率はなぜ低下したのか？③

 子どものいる世帯の平均所得は増加。
 その内訳は雇用者所得の増加であり（コロナ前までの安定した経済状況と人
手不足）、社会保障の充実が原因とは言い難い。

 だとすると、経済的なショック（＝コロナ禍）によって再び貧困率が高まる
ことが懸念される。

（出所）厚生労働省「国民生活基礎調査」

雇用者
所得

児童手当
その他

社会保障
給付

その他
所得

2012年 673.2 574.1 19.6 32.7 46.8
2018年 745.9 651.8 14.3 29.8 50.0
差分 72.7 77.7 -5.3 -2.9 3.2

総所得

児童のいる世帯の平均所得金額の変化（平均）
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コロナ禍と子どもの貧困・シングルペアレンツ
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新型コロナ拡大による所得への影響

 新型コロナの拡大は、もともと低所得だった世帯の所得を減少させている。

2020年1月から5月にかけての世帯月収の変化
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（出所）小林他（2020）「新型コロナウイルス感染症によって拡大する教育格差 －独自アンケートを用いた雇用・所得と臨時休
校の影響分析」『MURC政策研究レポート』
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所得・世帯構造とICT機器の保有状況
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 所得の低い世帯は、パソコン・タブレットPCを保有していない割合が3割超。
 1人親世帯も約３割がパソコン・タブレットPCを共に保有していない。

（出所）小林他（2020）「新型コロナウイルス感染症によって拡大する教育格差 －独自アンケートを用いた雇用・所得と臨時休
校の影響分析」『MURC政策研究レポート』
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生活習慣の変化

 所得の低い世帯の子どもや１人親世帯の子どもほど、コロナ禍で起床・就寝
時刻や食生活といった生活習慣が悪化する傾向。

起床・就寝時刻と食生活の変化
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（新型コロナ流行前後での変化）
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（出所）小林他（2020）「新型コロナウイルス感染症によって拡大する教育格差 －独自アンケートを用いた雇用・所得と臨時休
校の影響分析」『MURC政策研究レポート』
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課題と解決の方向性
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子どもに対して支援を届ける際の課題

子どもと適切なタイミングで（早期に）
「出会う・つながる」ことが困難

子どもを適切な内容と質で
「支える」ことが困難

例）児童相談所

学校
学童

子ども食堂

重篤ケースは
すぐに公的機関へ

上記ではないが、

様子見が必要な子
は個別支援の場へ

支援の場がなければどこにも
繋がらないままに・・・

SSW、主任
児童委員等

忙しくて
対応できない

人手不足

誰に言えば
良いのか？

ボランティアの
やり方にまかせっきり

なぜか子どもが
来なくなった

もっと大変な
ケースが優先に・・

紹介先がない

相談員

対象の子ども
①

②

③

④

CW

保護者から
子どもの要望は
聞かないな・・

子どが支援につながる前 子どもが支援につながった後

困難な状態に置かれている
子どもに気づくのが難しい

①

困難な状態に置かれている子どもに
気づいても、誰に繋げればよいのか

・繋げてよいのかがわからない

②

子どもを繋げたい支援先がなく、
繋がらないままになってしまう

③

支援先に繋がったとしても、子
どものニーズに沿った支援かは不透

明

④

（出所）NPO法人Learning for All「子どもの声から、地域がかわる「子ども支援の生態系モ
デル」～子どもと出会い・つながり・支えるを実現するために～」

 かつてに比べ
れば、子ども
の貧困対策や
ひとり親支援
は充実してき
ている。

 しかしながら、
困難な状態に
置かれている
子どもを把握
できていな
かったり、支
援にまでつな
がっていない
ケースが多い
ことが課題。
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経済的貧困・関係性の貧困と必要な対策イメージ

 経済的貧困
 貧困状態が見えやすく、
公募型の支援に応募して
くる可能性が高い。

 関係性の貧困が生じてい
なければ、非認知能力は
高く、既存の経済支援・
学習支援を有効に活用す
ることができる。

 関係性の貧困
 貧困が潜在化しやすく、
把握が困難。公募型の支
援メニューを充実させて
も、支援が届きにくい。

 支援を必要とする子ども
の把握やアウトリーチ等
が重要となる。

経済的貧困

関係性の
貧困（社会的孤立）

経済支援（生活保護、就
学援助、児童扶養手当
等）

学習支援
奨学金

支援を必要とする
子どもの把握

アウトリーチ
ソーシャルワーク
地域資源・行政資源への
つなぎ 等

高低

高

低
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行政データの活用可能性

学校現場 教育・福祉
（現金給付）

教育・福祉
（現物給付） その他行政

• 学力テスト
• アンケート調査
• 身長・体重
• 歯科検診
• 体力調査
• 出席状況
• 進路

• 生活保護
• 就学援助
• 児童扶養手当
• 児童手当

• 学童保育
• 学習支援
• 保健指導
• 虐待相談

• 税務データ（所
得・就労の有無）

• 雇用保険（失業
状況等）

• 婚姻（結婚・離
婚・死別等）

 困難な状態に置かれている子どもを把握できておらず、適切な支援が届かな
いことに対しては、行政のデジタル化のなかで行政データの活用を進めるこ
とが有益ではないか。

 そのうえで、各支援を有機的に連携させることが求められるのではないか。

子ども支援のために活用可能と考えられる行政データ


